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水産業活力指標の構築と本指標を用いた我が国水産業の動向分析
および地域活性化方策の検討

玉置泰司 *・大谷　誠 *

Design of a fisheries vitality index and application for trend analysis of 
fisheries vitality and revitalization of fishing communities in Japan 

Yasuji TAMAKI*, and Makoto OHTANI*

Abstract   Japanese fisheries are affected by a general decrease in the number and an ag-
ing of fishermen which reduces the vitality of the communities. However, the situation is not 
clear as there is no generally recognized indicator in Japan for the vitality of a fishing com-
munity.
　The general aims of this research were:

1. Construction and analysis of a fisheries vitality index
Therefore we extracted 16 indices from a fishery census and devised a "fisheries vitality

index" to compare the fisheries vitality and the chronological order of changes for compari-
son between areas and carried out a diagnosis of fisheries vitality.

2. Devise a diagnostic system of fisheries vitality
　We devised a diagnostic system of fisheries vitality by using the "fisheries vitality index". 
Next using this system, we showed what is required to revive these fishing communities. 
And we inspected the adjustment between this system and the regional differences at the 
sample area. 

Key words:  chief ingredient analysis, fisheries vitality index, revitalization of fishing  com-
munities　
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報　文

　近年において水産業活力の低下が言われており，た
とえば漁業センサスにおける5年ごとの漁業経営体数
の動きとして，1998年は△12.2％，2003年は△12.1％
と大きく減少していることが指摘されている。2003年
における60歳以上の男子漁業就業者の割合は46％と，
高齢化は一層進展しており，1993年から1998年の5年
間で11の，1998年から2003年の5年間では3つの沿海
市町村で漁業集落が消滅している。さらに，将来の見

通しとして，水産基本計画の参考資料においては2012
年の趨勢値として沿岸漁業経営体数は6.5万，沿岸漁
業就業者数は10.7万人と2003年の約半数になることが
予想されている。
　しかしながら，それぞれの統計数値が沿海漁業地域
の活力をどの程度表しているかは不明であるため，水
産業活力を総合的に判断できる指標の構築が求められ
ていた。また，地域ごとに異なる活性化方策を明らか
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にし，具体的な施策に反映するためには，地域の特徴
も把握可能な指標の構築が必要である。
　これまでに行われた指標構築にかかわる研究におい
て，地井（1975）は4地域の92漁業集落の現地調査に
基づいて，生活施設充足度，生産施設充足度，漁業生
産額比率，漁業就業人口比率の4つの指標から構造類
型分析座標を作成したが，前者の2指標の数値は既存
の統計資料からは把握できず，現地調査かアンケート
調査が必要であった。
　水産庁漁港部（1980）は，統計指標とアンケート調
査をもとにカテゴリーデータを作成して数量化Ⅲ類に
よる多変量解析を行い，247漁村（漁港地区）を生産
軸と環境軸の指標に基づいて９類型に分類し，類型毎
の整備課題を示したが，カテゴリーデータを用いてい
るため，統計数値の差（間隔）が無視される部分がある。
　玉置（2001，2002）は，地域社会経済関係6指標と
漁業関係6指標からなる合計12指標の市町村データを
主成分分析し，「経済活力」を表す主成分と「漁業活力」
を表す2つの主成分得点を用いて我が国沿海市町村を
5つの類型に区分するとともに，類型ごとの活性化方
策を提言したが，水産加工業や流通業など漁業以外の
水産業に係る指標が含まれていなかった。
　このように，広範な統計指標を用い地域の総合的な
水産業の活力等を求め全国市町村を分析した事例はほ
とんどない。一方，農業分野においてはこれまで多く
の研究が行われている。
　農林漁業金融公庫（1992）は，農家構成，土地の利
用状況，労働力の保有状況，機械の装備状況，農業生
産力などを表す農業関係8指標と，地域の活力，社会
的発展度合い，自然条件などを表す社会経済関係9指
標を用い，これら17の指標を主成分分析して農業活力
と経済活力2つの主成分を抽出し，両主成分得点をも
とにしたクラスター分析から全国の市町村の類型化を
行った。ここでは類型化に基づく若干の事例分析を行
っているものの，類型化の目的は，「各類型ごとに農
業的諸条件と経済的諸条件に見られる特色を把握し，
同一類型における他の市町村との比較などを通じて，
それぞれの市町村が持つ諸条件に強く影響している要
因を把握することが可能である。」，「地域の現状を知
るにとどまらず，将来の方向性を探ることが可能であ
る。」と検討素材の提供を行うにとどまっている（１）。
　小泉（2000）は，農林漁業金融公庫によるこの地域
活力度17指標に，さらに pH，BOD，COD など水質

関係指標7指標を加えた24指標について都道府県単位
で主成分分析を行い，農業活力，経済活力，水質環境
度の3つの主成分を抽出した。そして農業農村整備事
業の実施がこれらの主成分にどのように影響を与えた
かという時系列的な事例分析から，3次元による事業
効果把握の指標として用いている（２）。ただし，水質
関係指標は各県の一級河川の最下流における水質デー
タのみの年間平均値を用いているため，各県の水質を
表す指標として代表性があるかどうか疑問がある。
　農林水産省の統計情報部（1994）による農山漁村活
力分析指標は，指標名に「漁村」という名称が含まれ
ているが，用いられている指標としては農業関係指標
18と社会経済関係指標15だけで，漁業関連指標は含ま
れていない。算出方法は全国を市町村単位でこれら33
の基礎指標の偏差値を12の中分類指標すなわち，経済
総括，生産性，農業志向，潜在的発展性，生産環境，
土地資源，人的資源，社会インフラ，快適性，利便性，
活動エネルギー，地域定住ごとに合計し，それに基づ
いて中分類毎の偏差値を算出し，それらから3つの大
分類指標である農業生産，生産環境・資源，農村生活
の偏差値を算出し，最後にそれらをまとめて農山漁村
活力分析指標として構成している。本指標は地域農業
の活性化のための施策を検討する際の参考資料として
の活用を意図し，農業地域類型別・農業地域別に特徴
の分析を行っている。指標の構成を基礎指標，中分類
指標，大分類指標，総合指標とまとめ上げていく手法
は，地域の特性を把握する上で有効な手法であるため，
本稿における「水産業活力指標」の計算においても取
り入れた。
　橋詰（2003）は，全国の農山村市町村について地域
定住に関わる11指標，経済活動に関わる11指標，農業
生産に関わる12指標，林業生産に関わる9指標を用い
て，主成分分析により8つの第１主成分を偏差値化し
て詳細活力として算出し，次いで合計得点の偏差値化
により定住活性度，経済活性度，農業活性度，林業活
性度の4つの基本活力を算出し，さらに農林業活性度
と産業活性度の2つの集約活力を算出し，最後に総合
活力として地域活性度を算出した。そして各活性度（偏
差値）に基づきＡ＋からＥまでの9段階に区分評価し，
農業地域ブロックや農業地域類型別の特徴を分析し
たり，上位市町村の特徴を分析している。そして本指
標の目的として各活性度や基礎指標値を様々な地域あ
るいは近隣市町村と比較することによって，活性化が

（１）のちにこの成果をもとに（財）農林水産長期金融協会編「地域農業活力図鑑」農山漁村文化協会，1996が刊行された。

（２）なお，ここでは林野率は経済活力から水質環境度に移動して解釈しているが，因子負荷量や固有ベクトルでみると水質環境度の主成分への関与は
低く，解釈に無理があると思われた。
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急務となっている市町村においてどの部門に施策を集
中していく必要があるのかヒントを得られるとしてい
る。基礎指標を主成分分析による分析でまとめる手法
は，多くの変量が単純化される点で長所があるため，
本稿で「水産業活力指標」を計算する際にも取り入れ
た。
　平松（1998）が静岡県内市町村単位でみた農業生産
の構造・成果を示す指標と，個別農家単位でみた農
業生産の構造・成果を示すこれら農業関係指標13指標
と，人口構成，土地利用，産業構造などを示す社会経
済関係指標10指標の合計23指標を主成分分析すること
によって，農業度，経済度，工業マイナス商業度の3
つの主成分を抽出し，それらの値をクラスター分析す
ることにより県内市町村を8つに類型化した。そして
各類型ごとの特徴の分析と5年間の動向の推移を分析
している。指標の使用目的は農業施策の展開を図るた
めに対象とする地域の分類，地域ごとの特徴把握，問
題点の抽出，施策の検討を適切に行うためとしている。
この中で5年間の動向の推移を比較する際に，それぞ
れの年次毎に主成分分析を実施している。しかしなが
らそれぞれの年次で各主成分に占める個別指標の因子
負荷量が異なっているため2つの年次の主成分得点を
単純に比較するのには無理があると思われた。そこで
本稿で「水産業活力指標」を算出する際には，異なっ
た年次のデータを合わせて同時に主成分分析を行うこ
とで，年次間の比較を共通の尺度で行えるようにした。
　以上のように，水産分野では指標作成の研究が農業
分野に比較して遅れており，水産業活力を総合的に判
断する指標がないため，本稿においては，農業分野で
の指標分析の手法を取り入れることにより，これまで
水産分野では明らかになっていない，水産業の総合的
な活力と地域の特徴を明らかにすることが可能な「水
産業活力指標」を新たに構築した。さらに，「水産業
活力指標」の年次間比較及び地域間比較を行い，水産
業の動向を明らかにした。
　また，これまで水産業活力を判断する指標がなかっ
たことから，地域行政や漁業現場は主観による判断に
のみ依存して実施する活性化方策を選択していた。地
域の主観は重要であるが，さらに科学的根拠に基づい
た客観的な判断材料を加えることによって，地域によ
り適合した活性化方策を選択することが可能になると
思われる。そこで，構築した水産業活力指標に基づく
地域活力の診断方法を考案するとともに，実施が適当
と思われる活性化方策を診断結果と連動させて提示す
る手順を示した。

試料と方法

　緒言で述べたとおり，これまで水産分野で行われて
きた指標分析では個別のアンケート調査結果を使用し
たものや，水産業の中でも漁業に関する指標だけを使
用したものが主体であった。本稿では公式統計データ
のみを用いることと，漁業以外に水産加工業や流通業，
さらには都市との交流等の指標も取り入れて，総合的
な「水産業活力指標」を構築することとした。このた
めに，市町村にとどまらず漁業地区単位まで指標の計
算が可能となるよう，漁業センサスから水産業の活力
を判断する基礎となる16の基礎指標を選択した。次に
選択した指標を「経済総括」，「生産性」，「発展性」，「背
後条件」の4つの中分類指標に区分し，中分類指標に
ついては，それぞれの中分類に属する基礎指標の主成
分分析を行い，第１主成分得点を中分類の代表値とし
た。また，「経済総括」，「生産性」，「発展性」3つの
中分類指標の偏差値を合計したものを大分類指標「漁
業活性」とした。総合指標は，「漁業活性」の偏差値
を0.9倍，「背後条件」の偏差値を0.1倍に重み付けし，
その合計値に基づいて偏差値を算出した（表１）。なお，
主成分分析に際しては，年次別の比較を有意なものと
するため，第9次（1993年），第10次（1998年）及び
第11次（2003年）各センサスの各911から913市町村及
び各1,944から1,985の漁業地区（３）からなる合計のべ
8,647地域のデータを用いて主成分分析を実施し，第
１主成分得点を算出した。
　選択した16の基礎指標を中分類毎に説明すると，中
分類指標のうち「経済総括」としては，経済指標の基
本である労働と資本と生産物を表す指標として，「漁
業集落当たり漁業就業者数」，「漁業経営体当たり平均
海上作業従事者数」，「漁業集落当たり動力漁船総トン
数」，「漁業集落当たり漁獲金額」の4つの指標を用い
ている。
　「生産性」としては，漁業センサスにおいては収入
に関する指標は漁獲金額しか得られないので，これを
基本として「漁業経営体当たり」，「海上作業従事者１
人当たり」，「漁業経営体海上作業従事１日当たり」そ
れぞれの単位当たりの「漁獲金額」という３つの指標
から生産性を総合的に把握している。
　「発展性」としては，労働力としての後継者確保面
から「漁業集落当たり40歳未満男子漁業就業者数」及
び「漁業集落当たり40歳未満男子漁業就業者数比率」
を用い，経営体における漁業の比重として「１種兼業
経営体数比率」を用いた。ここであえて専業経営体数

（３）沿海市町村及び漁業地区のうち漁業集落を有さない地域，漁業経営体が存在しない地域は除外した。また，漁獲金額がｘ表示の地域も除外した。
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比率を用いなかったのは，近年高齢専業経営体が増加
しており，これらを発展性として評価することを避け
るためである。そして漁場の海況条件を示す指標とし
て「漁業経営体平均海上作業従事日数」を用い，漁場
の漁業生産力を評価するために「漁業集落当たり漁獲
金額１千万円以上経営体数」を用いた。
　「背後条件」としては，加工流通規模を表す指標と
して，「漁業集落当たりの水産加工場従業員数」，「冷
蔵能力」，「買受人従業員数」の3つの指標を用い，都
市との交流度合についてを表す指標として「遊漁案内
利用者数」を用いている。これらの指標のうち，「水
産加工場従業員数」と「買受人従業員数」については
サンプル数の関係からｘ表示になっている漁業地区が

多かったので，それらの地区については水産加工場数
や買受人業者数をもとに市町村合計値の按分等により
推計した値を用いている（４）。
　なお，全国合計値及び海区別の指標数値は，8,647
地域のデータを用いて第１主成分得点を算出した時の
固有ベクトルの数値及び8,647地域のデータの平均値，
標準偏差に基づいて算出した。
　以上で求めた「水産業活力指標」（総合指標と中分
類指標）について，時系列的な変化及び地域的な特徴
を検討した。
　また，地域行政や漁業現場へ漁業地域の活性化に向
けた指針を提供することを目的として，水産業活力指
標を用いた活力診断方法と活力診断と連動した活性化
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Table １.　水産業活力指標の構成（Structure of Fisheries vitality index）

（４）東京都については都区部と島嶼部の規模の違いから，単純に企業体数で按分すると島嶼部が過大評価となるため，便宜的に1998年のデータを用いた。



玉置泰司・大谷　誠26 水産業活力指標の構築と水産業の動向分析 27

方策の提示方法を検討した。
　活力診断方法の検討については，水産業活力指標の
構成から地域の特徴を細分化して特定することが可能
と思われる，中分類指標を用いた活力診断を試みた。
活力診断を実施する単位は，地域実態を最も反映する
ことが可能であり地域行政が施策対象として検討しや
すいと思われる市町村単位とした。
　活力診断と連動した活性化方策の提示方法の検討に
ついては，文献レビューを実施して各種の活性化方策
を期待される効果ごとに分類した。なお，文献レビュ
ーは主な漁業経済関係の研究をカバーするために，関
係学会誌である漁業経済研究，地域漁業研究，北日本
漁業について実施した。
　さらに，活力診断から活性化方策の提示に至る実施
手順の確認を目的として，調査事例地域において診断
結果及び提示した活性化方策と地域実態との整合性を
検証した。調査事例地域としては，水産業が基幹産業
であり活性化方策の実施例があることから，日本海の
隠岐諸島に位置する島根県西ノ島町を選択した。

結果及び考察

１．指標数値の時系列的動向の解析
⑴　全国合計値の20年間の動向
　全国合計値について1983年から2003年まで，総合指
標及び各中分類指標の標準得点について20年間の経年
変化を計測した結果，総合指標は一貫して低下してい
る（図１）。
　中分類指標では「発展性」が最も低下しているが，
これは，40歳未満漁業就業者が集落当たりの人数でも
漁業就業者に占める比率でも下落したためである。「経
済総括」の低下は，漁業就業者数と動力漁船総トン数
の減少の影響が大きい。「生産性」は，漁労機器や技
術の進歩により93年に若干上昇したが，魚価の低迷等
により98年以降若干下落した。「背後条件」は93年以
降若干上昇したが，これは冷蔵能力の増加の影響が大
きい。
　以上のように，これらの指標の動きは，総合指標の
低下には「発展性」の低下が強く影響していることを
示している。つまり，「発展性」指標の低下の原因で
ある，漁業後継者不足とそれによる高齢化の進展が，
我が国水産業の活力低下の原因として大きく影響して
いるという状況を示している。

（５）1993年以降2003年までに統合・合併が行われた市町村については，2003年の行政区分に合わせて指標数値の再計算を行った。
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Fig. 1.　Change of a Fisheries vitality index( average of Japan)
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⑵　沿海市町村の最近10年間の動向
　次に３カ年連続してデータを取ることができた887
の沿海市町村（５）の1993年以降の総合指標の動きを見
ると，2カ年連続で活力が増加した市町村は64だけで
あり，このことから活力の上昇を維持することは困難
であることがうかがえる。なお，このうち2003年の総
合指標が平均（50）以上であった市町村は24のみであ
り，特に上位の階層に於いて活力の上昇維持が困難で
あることが明らかとなった。
　さらに，1998年から2003年までの最近5年間の活力
の動きを総括すると，69％もの市町村で総合指標が低
下した。中分類指標で見ると背後条件は42％の市町村
で上昇したが，発展性では36％，生産性では32％，経
済総括では25％の市町村しか上昇しなかった（表2）。
2003年において総合指標が平均以上であり，なおか
つ5年間で総合指標がアップした市町村はわずか11%
であった。3カ年ののべ8,647地域のデータ平均値50

を上回る市町村は，93年は42% であったが，98年は
35%に，そして2003年には30％にまで減少した（表3）。
このように近年になるほど活力の低下が著しい傾向を
把握することができた。

2．水産業活力によるランク分けと特徴
　総合指標の得点別に，60以上を「活力上層」，50

（平均値）以上60未満を「活力高位」，45以上50未満を
「活力中位」，45未満を「活力低位」とした。2003年の
1944漁業地区をこのランクで分類し，主要な統計数値
から特徴を検討した（表４）。
　これによると，「活力上層」は漁業地区数では全体
の５％を占めるだけだが，動力漁船トン数では全体の
1/3を占め，漁獲金額でも約3割を占めている。漁
業就業者数は１割を超えそのうち24歳未満の男子漁業
就業者数では2割を超えている。さらに漁業世帯員数
も１割を超えている。この他，水産物直販店年間利用

Table 3.　沿海市町村の水産業活力の推移（Change of Fisheries 
vitality general index）
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Table 2.　同一市町村の1998年から2003年への変化（Change of 
Fisheries vitality indexes from 1998 to 2003）

（単位：市町村（%））（Number:Communities（%））
総合指標（Fisheries 
vitality general index） 1993 1998 2003

60～ 56（　6%） 55（　6%） 35（　4%）
50～60 323（ 35%） 267（ 29%） 237（ 26%）
45～50 383（ 42%） 389（ 43%） 401（ 44%）
～45 151（ 17%） 202（ 22%） 238（ 26%）
Total 913（100%） 913（100%） 911（100%）
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客数は1/4を占めており，水産業活力が高い地域で
は直販店の集客力が高いことがわかる。
　「活力高位」は漁業地区数ではほぼ1/4を占めてい
る。一方，漁獲金額では全体の44％を占める。また，
漁獲金額2000万円～10億円の経営体数の5割以上を占
めている。動力漁船隻数はほぼ1/3を占めているが，
無動力船隻数では1/2を占める。
　「活力中位」は，漁業地区数では約4割を占めるが，
漁獲金額では23％を占めるにとどまっている。一方，
遊漁案内業及び民宿を兼業する経営体数は5割以上が
この階層にあり，海釣り公園や過去１年間の船釣り遊
漁者数の5割以上がこの階層にある。
　「活力低位」は，漁業地区数では約3割を占めるが，
漁獲金額では5％を占めるにすぎない。一方で漁村体
験開催回数では5割以上を占めており，漁村としての
特徴を活かした取り組みが行われているものと思われ
る。また，活力低位の漁業地区のうち，埋め立てなし
の漁業地区が72％残されており，豊かな自然が残って
いることは評価できる。
　これらの状況を見ると，「活力上層」及び「活力高位」
の漁業地域は水産業の本来機能である水産物の安定供
給に重要な役割を果たしており，「活力中位」及び「活
力低位」の漁業地域は都市との交流等の水産業の多面
的機能において重要な役割を果たしていることがわか
る。また，高齢漁業者が多いこれらの地域は高齢者に

健康な就業の場を与えているという見方もできよう。

3．指標数値の地理的特徴
　各海区別の水産業活力指標の推移を見ると，総合指
標は各海区とも一貫して減少している（図2）。北海
道区，太平洋北区・中区・南区は，1983年以降引き続
き全国平均を上回っている。一方，東シナ海区，瀬戸
内海区，日本海西区・北区は，1983年以降引き続き全
国平均を下回っている。
　北海道区は1988年以降最も活力が高い海区となって
おり，2位以下との差も開いてきている。日本海北区
は1983年以降一貫して活力が最も低い海区となってい
る。瀬戸内海区は1993年以降日本海西区より活力が高
くなっている。
　中分類指標の推移を海区別に見ると，経済総括は総
合指標とほぼ同様の動きだが，太平洋北区の値が北海
道区を上回っている（表5）。発展性では，日本海北
区が2003年に若干上昇して日本海西区を初めて上回っ
た。生産性は，瀬戸内海区が低位ながらも上昇傾向に
ある。一方，東シナ海区と日本海北区は2003年に大き
く低下した。太平洋南区は1993年以降最上位にある。
背後条件は，太平洋中区が著しく他に比べて高い値と
なっている。日本海西区は2003年に大きく低下した。
　2003年時点の水産業活力の地域間比較では，北海道
オホーツク海側に活力上層の市町村が多く分布し，九
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Fig.2　Change of a Fisheries vitality general index（by marine ward）



玉置泰司・大谷　誠32 水産業活力指標の構築と水産業の動向分析 33

Table ５.　水産業活力指標の海区別推移（Change of fisheries vitality indexes by marine ward）
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州には活力高位の市町村が多い（図3）。一方，瀬戸
内海は活力中位と活力低位の市町村が多く，日本海北
部には活力低位の市町村が多いなど地理的特徴があ
る。これらの地理的状況は，主として漁場の条件によ
って異なるものと考えることができる。

4．活力診断の実施手順の構築
⑴　活力診断の方法
  市町村を単位として中分類指標を用いて活力診断を
試みた具体的な例を示す（図4）。2003年の宮城県塩
釜市の場合，総合指標の指数は62.3と「活力上層」の
水準であるが，中分類指標に基づいて活力診断を行う
と，発展性のみ49.0で低位という特徴が見出された。

また，他の市町村で同様に活力診断を試行しても，塩
釜市と同様に地域の特徴をより細分化して抽出するこ
とができた。すなわち，水産業活力指標を用いた漁業
地域の活力診断は，市町村を単位として中分類指標を
用いて活力診断を実施することで可能となることが明
らかになった。
⑵　活性化方策の提示
　これまでに各地域で実施されている各種の活性化方
策について，期待される効果を文献レビューに基づい
て特定し，中分類指標ごとに類型化した（表6）。
　具体的な文献レビューの方法は，各々の文献におい
て，「実施した活性化方策」，「実施機関」，「実施の目
的」，「得られた効果」を抽出した。この際の留意点と

Fig.3. Fisheries vitality general index levels by communities in 2003 
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して，第一に，「実施機関」は全国的な施策でなく，
漁協単位より小さい規模で実施される活性化方策に限
定した。これは，活力診断の目的が地域の特徴を細分
化して把握し，その特徴と適合した活性化方策を提示
することにあるためである。ただし，国や自治体から
の補助金を利用して実施した分については，現在も中
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Fig.4.　An example of a vitality diagnosis by means of a medium 
classification index （Siogama-city, Miyagi Prefecture in 2003）

核的漁業者協業体支援事業のような地域漁業のサポー
ト的補助金があることから，レビュー対象とした。ま
た，「得られた効果」についても同様に活性化方策を
実施した地域内への効果を対象とした。一般消費者や
都市住民への影響も間接的に重要と理解されるが，今
回は対象外とした。
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Table 6.　中分類指標に対応した活性化方策 (Measure of Increasing Fishery Vitarity Corresponding to 
Medium classification indexes)
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  第二に，「得られた効果」については，中分類指標
を構成する個別指標の項目ごとに抽出した。これは，
活性化方策の機能をより具体的に把握するためであ
る。また，活性化方策は，一つの効果が他の部分に
波及して効果を及ぼすことが多い。例えば，平均海上
作業日数の増加が漁獲金額の向上につながる場合であ
る。このため，活性化方策の機能は複雑化するが，今
回は可能な限り第一にもたらされた効果の把握に努め
た。
　第三に，中分類指標に応じた類型化を実施する際に
は，「実施の目的」ではなく「得られた効果」から分
類した。これは，「実施の目的」に事業の予算上の都
合に影響を受けたものが見られること。さらに，目的
の効果が得られなかったり，逆に目的外の波及効果が
もたらされたりする場合があることによる。
　以上の結果，活力診断によって生産性が課題である
との結果が得られた地域の場合には，実施する活性化
方策として資源管理体制の構築や漁業経営の改善に向
けた取組の強化が，発展性が課題の地域の場合には，
漁業外部からの新規参入の受入や地域の若年者へ体験
漁業機会を創設することなど担い手確保策が有効であ
ることが判明した。背後条件に対応した活性化方策と
しては，市場や流通経路の整備や都市との交流の推進
などが提示された。なお，経済総括に関しては，総合
的な指数であるため具体的な活性化方策は特定できな
かった。

⑶　実態との整合性の検証
　⑴⑵で構築した活力診断の方法及び提示した活性化
方策が地域実態と整合しているか否かの検証を，島根
県西ノ島町を対象として実施した。
　2003年の島根県西ノ島町における総合指標は45.8と

「活力中位」にある。中分類指標に基づいて診断する
と，経済総括指数47.8，生産性指数51.3，発展性指数
40.9，背後条件指数47.5と，生産性は全国平均を上回
る水準だが，発展性及び背後条件が低位で活性化方策
を要するとの診断結果となった。
　2004年9月に実施した現地調査によると，町内の就
業者の20.0% が水産業従事者で，水産業は町内の基幹
産業となっており，大中型まき網１ヵ統と中型まき網
4ヵ統が所属しており生産力の中心を担っている（大
谷（2005））。すなわち，生産性が高いという活力診断
と，ある程度同じ実態が見られた。また，高齢人口指
数が61.5と全国平均28.7を上回り，漁業者を含め過疎

高齢化が著しい。そして，離島部に位置するため交通
事情や市場・流通に不利的条件を抱えている。すなわ
ち，発展性及び背後条件が課題という活力診断と地域
実態は同傾向であった（６）。これらの結果から，活力
診断の結果と地域実態とは一定の整合性があると考え
ることができる。
　なお，当地域では1995年から新規参入者の受入を実
施しており，平均年齢30.9才の若年者が90人ほど地域
内へ移住して漁業者となっている。この結果，漁業経
営体の労務改善や若年者家族の流入が起こるなど効果
がもたらされていることが認められた。このことから，
発展性に対応した活性化方策としての担い手確保策の
有効性も確認できたと考える。
　なお，背後条件については，離島部に位置するとい
う地域特性のため制限があることから，対応した活性
化方策の実施は困難な状況となっていた。このように，
活性化方策は地域特性の影響を受けるため，活力診断
結果に加えて地域に備わる諸条件を考慮しなければな
らない。この点は，地域行政や漁業現場などの実情を
詳しく知る者の判断に依る部分となろう。
　あくまで，一事例地域による検証であり，今後も統
計処理と現地調査のフィードバックを繰り返すことで
精度を高める必要があるが，現時点では，不備が見ら
れないことから，構築した活力診断の方法及び提示し
た活性化方策は，地域実態を表すことが可能と考える
ことができた。このため，水産業活力指標の利用→活
力診断→課題の抽出→活性化方策の特定という一連の
活力診断手順の有効性が認められる。これに地域実態
をよく知る地域行政や漁業現場の者の判断を加えるこ
とで，地域実情に見合ったと同時に科学的根拠に基づ
いた活性化方策の提示が可能になると考えることがで
きる。
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l和文要旨｜
足摺岬周辺海域及び伊豆諸島海域で実施した標識放流

調査によるゴマサバの移動・回遊

梨回 一也 （中央水産研究所高知黒潮研究拠点）

本多 仁 （水産総合研究センタ一本部）

阪地英男 （中央水産研究所高知黒潮研究拠点）

三谷卓美 （中央水産研究所）

平井一行 （静岡県農業水産部）

上原伸二 （東北区水産研究所）

日本周辺の太平洋側海域におけるゴマサパの移動・

回遊を明らかにするために，足摺岬周辺及び伊豆諸

島海域において， 1999年2月から2003年11月にかけて

6放流群， 9,268尾のゴマサパにスパゲティ型の通常

標識を装着放流した。 2005年5月までに83尾の標識魚

の再捕報告があり，再捕率は総計で0.9%であった。

多くの再捕魚は放流海域周辺で再捕されたが，一部は

三陸沖などの放流海域から遠く離れた海域で再捕され

た。これらの遠距離再捕情報から，索餌期には放流海

域の東方ないしは北方に移動・回避することが明らか

になった。再捕魚の中には，放流後1年以上経過した

後も放流海域近傍で再捕されるものもあった。さらに，

遠州灘で放流された個体が3ヶ月後（産卵盛期に相当）

と約2年後に足摺岬沖で再捕されたことから，両海域

で群れの交流がある可能性が示された。以上の結果か

ら，足摺岬周辺海域から伊豆諸島周辺海域のゴマサパ

は索餌期に東方（足摺岬放流群）ないしは北方（伊豆

諸島周辺海域放流群）へ移動・回避すること，冬期に

はそれぞれ越冬場へ南下あるいは黒潮上流域へ移動す

る個体が存在すること，さらに産卵期には黒潮の上流

域の産卵場へ移動・回避するものがあることが明らか

になった。

No.17, 1-15 (2006) 

マクロベ、ントス（イソゴカイとシズクガイ）がアレキ

サンドリウムシストの鉛直分布と発芽に及ぼす影響

辻野 睦（瀬戸内海区水産研究所）

マクロベントスの活動が海底のアレキサンドリウム

属シストの鉛直分布および、発芽へ及ぼす影響を実験的

に検討した。イソゴカイ及びシズクガイは摂食，排j世

および移動等を通じて，表層のシストを鉛直的に運搬

することが明らかとなった。しかし表層のシストは，

下層への運搬で説明される以上に著しく減少した。ま

た，イソゴカイおよびシズクガイ飼育泥から直上水中

に発芽した累積遊泳細胞数は 対照泥のそれに対し有

意に少なかった。その原因はイソゴカイおよびシズク

ガイの活動によって，表層のシストが下層に運ばれる
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ことに加え，摂食，排世によるシストの糞粒内への包

埋やシスト数の減少によると考えられた。以上のこと

から，イソゴカイやシズクガイの表層堆積物食者は，

シスト消化に加えて，底泥表層に堆積したシストの下

層部への運搬や糞粒内への包埋によって，シスト数の

低減効果や発芽抑制効果を持つことが示された。

No.17, 17-22 (2006) 

水産業活力指標の構築と本指標を用いた我が国水産業

の動向分析および地域活性化方策の検討

玉置泰司 （中央水産研究所）

大谷 誠（中央水産研究所）

水産業の経済性，生産性，発展性，背後条件をあら

わす16指標（漁業センサスデータ）から，主成分分析

と偏差値の計算等に基づく「水産業活力指標」を新た

に構築し時系列比較や地域間比較等により水産業の

動向を分析した。次に，「水産業活力指標」による活

力診断の方法を構築し活力診断と連動した活性化方

策を提示する手順を示した。診断と方策の提示につい

ては，実態との整合性を調査対象地域において検証し

た。

No.17, 23-36 (2006) 

五ヶ所湾マダイおよびアコヤガイ養殖場におけるプラ

ンクトン群集構造の季節遷移

平川 和正 （北海道区水産研究所）

坂見知子 （養殖研究所）

阿保勝之 （養殖研究所）

高柳和史 （西海区水産研究所）

谷村 篤（三重大学生物資源学部）

2000年5月からほぼ1年間にわたる毎月の野外採集

調査により，三重県五ヶ所湾のマダイおよびアコヤガ

イ養殖場におけるプランクトン群集（植物プランクト

ン，微小動物プランクトン，メソ動物プランクトン）

構造の季節選移を明らかにした。また，主要カイアシ

類Oithonadavisaeと繊毛虫類等との相互関係から，

夏季のプランクトン食物連鎖のうち，微生物食物連鎖

はマダイ養殖場における 0.davisae個体群の増加をも

たらすうえで重要な役割を果たしていることが想定さ

れた。

No.17, 37 55 (2006) 


